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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりませ

ん。 

３．第11期の１株当たり当期純損失は、平成17年11月18日付で１株を２株とする株式分割が行なわれているため、当該分割が

期首に行なわれたものとして計算しております。 

４．当社は第11期中より信託業務を行っているため、売上高のうち信託報酬の金額、信託財産額について記載しております。 

５．純資産額の算定にあたり、第12期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 372,779 326,769 417,166 1,526,481 892,169 

 うち信託報酬 （千円） － 90,014 253,219 223,691 412,033 

経常損失 （千円） 456,322 504,247 115,584 716,057 691,094 

中間(当期)純損失 （千円） 456,586 1,214,954 410,969 677,050 1,660,300 

純資産額 （千円） 1,934,836 2,511,288 1,602,268 3,317,397 2,050,624 

総資産額 （千円） 3,402,574 3,496,327 2,049,893 5,681,873 2,993,723 

１株当たり純資産額 （円） 20,710.94 10,104.86 6,038.61 15,947.26 8,005.41 

１株当たり中間(当期) 
純損失 

（円） 5,135.10 5,840.48 1,974.22 3,652.00 7,979.97 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 56.9 60.1 61.4 58.4 55.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △424,081 26,626 66,316 △382,951 205,458 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △158,959 268,949 △388,299 △2,471,589 532,962 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △131,505 △632,475 △438,062 1,946,826 △700,792 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

（千円） 448,506 619,068 233,503 955,968 993,596 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
30 
(8) 

28
(11) 

30
(13) 

28 
(10) 

25 
（12）

信託財産額 （千円） 5,131,250 17,964,072 61,774,759 8,745,865 33,218,026 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、各期において１株当たり中間（当期）純損失であるため記

載しておりません。 

３．中間連結財務諸表を作成しているため、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損失」については、記

載を省略しております。 

４．当社は第11期中より信託業務を行っているため、売上高のうち信託報酬の金額、信託財産額について記載しておりま

す。 

５．純資産額の算定にあたり、第12期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

  

 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 353,870 340,141 421,660 1,498,265 926,570 

うち信託報酬 （千円） － 90,014 253,219 223,691 412,033 

経常損失 （千円） 438,918 477,004 95,896 652,321 553,875 

中間(当期)純損失 （千円） 439,393 1,225,851 417,266 653,271 1,723,905 

資本金 （千円） 1,471,692 2,272,911 2,278,576 2,272,911 2,277,607 

発行済株式総数 （株） 93,429.77 208,041.28 208,241.28 208,041.28 208,171.28 

純資産額 （千円） 1,990,748 2,173,645 1,250,024 3,379,895 1,677,743 

総資産額 （千円） 3,456,532 3,376,507 2,055,350 5,329,769 2,521,699 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 57.6 63.8 60.8 63.4 66.0 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
29 
（8）

27
（11）

30
（13）

26 
(10) 

25 
（12）

信託財産額 （千円） 5,131,250 17,964,072 61,774,759 8,745,865 33,218,026 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また主要な関係会社に異動はありません。なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更

の内容については、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載

のとおりであります。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

 （注）１．従業員数は就業人員(使用人兼務取締役を含む)であり、契約社員、派遣社員及びアルバイトは、当中間連結会計期間の

平均雇用者数を( )外数で記載しております。 

２．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

３．前連結会計年度においては、連結子会社であった株式会社バズスタイルが行うハードウェアセールス事業を「その他の

事業」として区分しておりましたが、平成19年３月に同社の全株式及び事業を譲渡したため、当中間連結会計期間より

「その他の事業」を事業の種類別セグメントより除外しました。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、契約社員、派遣社員及びアルバイトは、当中間会計期間の平均雇用者数を（ ）外数で記載し

ております。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループには労働組合はありませんが、労使関係は良好に推移しております。 

  

(1）連結会社の状況 平成19年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

信託事業 ９（４）

兼業事業 13（３）

全社（共通） ８（６）

合計 30（13）

従業員数(人) 30（13）



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に緩やかな拡大を続けており、個人消費も回復基調で推移し

ております。 

一方、コンテンツ業界においては、昨年21年ぶりに邦画の興行収入が洋画を上回り、日本映画の復活が話題になりました。市場

規模も、ブロードバンド配信の本格化、地上デジタル放送の開始、次世代DVDの登場、大画面テレビや第三世代携帯電話、携帯音

楽プレーヤーの普及などにより、年々拡大しております。近年は、多メディア化に対応した、より付加価値を高めたコンテンツへ

のニーズが高まる一方で、良質なコンテンツの供給は追いついておらず、コンテンツ制作会社への資金供給環境を早急に整備する

ことが求められています。 

このような状況の下、当社グループは、コンテンツ制作会社への支援と新しいチャネルの開拓に取り組んでまいりました。平成

17年６月より開始した信託事業を中核の業務として位置付け、従来から行ってきた兼業事業とあわせて、積極的な事業展開を図っ

ております。 

信託事業におきましては、受託財産額が着実に積みあがってきており、売上高は253百万円（前年同期比181.3％増）、営業利益

は112百万円（前年同期は営業損失22百万円）となりました。引き続き新たな信託商品の組成へ向けた準備を進めてまいります。 

兼業事業におきましては、コンテンツアグリゲーション業務をはじめとして各業務とも堅調に推移しておりますが、全体として

は信託事業に主業務を移行したことにより、売上規模は縮小しております。その結果、売上高は163百万円（前年同期比30.1％

減）、営業損失は132百万円（前年同期比損失が65.2％減少）となりました。 

当中間連結会計期間の売上高につきましては、信託事業の売上高増加により417百万円（前年同期比27.7％増）と、前年同期に比

べて増加しました。売上原価は利益率の高い信託事業の比重が高まったことや出資損失負担金の計上が減少したことにより191百

万円（前年同期比51.9％減）となり、販売費及び一般管理費が345百万円（前年同期比16.6％減）となったことから、営業損失

119百万円（前年同期比損失が75.3％減少）、経常損失115百万円（前年同期比損失が77.1％減少）となりました。また、貸倒引

当金戻入益等による特別利益40百万円を計上した一方、貸倒引当金繰入等による特別損失361百万円を計上したことにより、当中

間純損失は410百万円（前年同期比損失が66.2％減少）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会計期間分

を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は233百万円となり、前中間連結会計期間末と比

較して385百万円の減少となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、獲得した資金は66百万円（前年同期は26百万円の獲得）となっております。これは主に、貸倒引当金178

百万円の増加及び営業投資有価証券138百万円の減少がプラスに作用した一方で、税金等調整前中間純損失436百万円並びに

信託未収収益11百万円及び新株予約権戻入益12百万円の増加がマイナスに作用したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は388百万円（前年同期は268百万円の獲得）となっております。これは主に貸付の回収に

よる収入233百万円があった一方で、貸付による支出606百万円があったためです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は438百万円（前年同期は632百万円の使用）となっております。これは、長期借入金の返

済を反映したものです。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注状況 

 当社グループは、広範囲かつ多種多様にわたる信託事業及びデジタルコンテンツに関するアレンジメント業務による販売（兼

業事業）が大半を占めております。事業の種類別セグメントごとの生産及び受注実績については、信託事業及び兼業事業の内

容、構造、形式等が必ずしも一様でない為、その金額あるいは数量を記載しておりません。 

  

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前連結会計年度においては、連結子会社であった株式会社バズスタイルが行うハードウェアセールス事業を「その他の

事業」として区分しておりましたが、平成19年３月に同社の全株式及び事業を譲渡したため、当中間連結会計期間より

「その他の事業」を事業の種類別セグメントより除外しました。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当する事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

信託事業（千円） 253,219 281.3 

兼業事業（千円） 163,947 69.9 

合計（千円） 417,166 127.7 

  相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  有限会社シネカノン 74,575 22.8 55,756 13.4 

  株式会社エムエーエス 40,000 12.2 － － 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在の発行数」欄には平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 488,000 

計 488,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年9月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式 208,241.28 208,341.28
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 208,241.28 208,341.28 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月20日株主総会特別決議 

（注）１．新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。）における東京証券

取引所における当社株式普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、これにより

生じた１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（終値がない場合はその前日の終値）

を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価格を調整し・調整により生ずる

１円未満の端数はこれを切り上げる。 

     

  

     平成16年５月20日付の株式分割（１：５）及び平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により行使時の払込金額（発行

価額）は20,958円になっております。 

２．当初の新株予約権の目的となる株式の数は140株でありましたが、平成16年５月20日付の株式分割（１：５）及び平成17年

11月18日付の株式分割（１：２）により調整いたしております。なお、平成19年９月30日現在失効した920株を除いており

ます。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 48 48 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 480 480 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 20,958 20,958 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月21日
至 平成24年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   20,958
資本組入額  10,479 

発行価格   20,958 
資本組入額  10,479 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の

可否、権利喪失事由その他

権利行使の条件は、本総会

決議及び取締役会決議に基

づき、当社と対象従業員と

の間で締結する新株予約権

付与契約に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金 

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 平成15年６月19日株主総会特別決議 

（注）１．新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。）における東京証券

取引所における当社株式普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、これにより

生じた１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（終値がない場合はその前日の終値）

を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価格を調整し・調整により生ずる

１円未満の端数はこれを切り上げる。 

     

  

     平成16年５月20日付の株式分割（１：５）及び平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により行使時の払込金額（発行

価額）は14,560円になっております。 

２．当初の新株予約権の目的となる株式の数は174株でありましたが、平成16年５月20日付の株式分割（１：５）及び平成17年

11月18日付の株式分割（１：２）により調整いたしております。なお、平成19年９月30日現在失効した830株を除いており

ます。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 91 71 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 910 710 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 14,560 14,560 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月20日
至 平成25年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   14,560
資本組入額   7,280 

発行価格   14,560 
資本組入額   7,280 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の

可否、権利喪失事由その他

権利行使の条件は、本総会

決議及び取締役会決議に基

づき、当社と対象従業員と

の間で締結する新株予約権

付与契約に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金 

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



③ 平成16年６月17日株主総会特別決議 

（注）１．新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。）における東京証券

取引所における当社株式普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、これにより

生じた１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（終値がない場合はその前日の終値）

を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価格を調整し・調整により生ずる

１円未満の端数はこれを切り上げる。 

     

  

平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により行使時の払込金額（発行価額）は60,500円となっております。 

２．当初の新株予約権の目的となる株式の数は870株でありましたが、平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により調整い

たしております。なお、平成19年９月30日現在失効した370株を除いております。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 685 635 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,370 1,270 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 60,500 60,500 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月18日
至 平成26年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   60,500
資本組入額  30,250 

発行価格   60,500 
資本組入額  30,250 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の

可否、権利喪失事由その他

権利行使の条件は、本総会

決議及び取締役会決議に基

づき、当社と対象従業員と

の間で締結する新株予約権

付与契約に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金 

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



④ 平成17年６月23日株主総会特別決議 

（注）１．新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。）における東京証券

取引所における当社株式普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、これにより

生じた１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（終値がない場合はその前日の終値）

を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価格を調整し・調整により生ずる

１円未満の端数はこれを切り上げる。 

     

  

平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により行使時の払込金額（発行価額）は158,393円となっております。 

２．当初の新株予約権の目的となる株式の数は845株でありましたが、平成17年11月18日付の株式分割（１：２）により調整い

たしております。なお、平成19年９月30日現在失効した460株を除いております。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 615 565 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,230 1,130 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 158,393 158,393 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月24日
至 平成27年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  158,393
資本組入額  79,197 

発行価格   158,393 
資本組入額  79,197 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の

可否、権利喪失事由その他

権利行使の条件は、本総会

決議及び取締役会決議に基

づき、当社と対象従業員と

の間で締結する新株予約権

付与契約に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金 

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が200株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ1,456千円増加しております。 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年4月1日～ 
平成19年9月30日 
（注） 

70 208,241.28 969 2,278,576 969 2,190,176



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が41株（議決権41個）が含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

 

   平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 16,000 7.68 

エービーエヌアムロバンクエヌブイ
ヨーロピアンハブ（常任代理人 シ
ティバンク銀行株式会社） 

GUSTAV MAHLERLAAN 10 1082 PP, 
AMSTERDAM,NETHERLANDS 
（東京都品川区東品川２－３－14） 

9,957 4.78 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 8,157 3.92 

土井 宏文 東京都文京区 8,000 3.84 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲３－３－３ 8,000 3.84 

ドイチェバンクアーゲーロンドンピ
ービーファームアカウント614（常
任代理人 ドイツ証券株式会社） 

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT 
AM MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 
（東京都千代田区永田町２－11－１山王パー
クタワー） 

3,083 1.48 

野村証券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 2,406 1.16 

斉藤 純雄 東京都江東区 2,100 1.01 

リーマンブラザーズアジアキャピタ
ルカンパニー（常任代理人 リーマ
ン・ブラザーズ証券株式会社） 

26/F TWO INTERNATIONAL FINANCE CENTRE 8 
FINANCE STREET CENTRAL,HONG KONG 
（東京都港区六本木6-10-1六本木ヒルズ森タ
ワー31階） 

1,874 0.90 

ベアスターンズアンドカンパニー
（常任代理人 シティバンク銀行株
式会社） 

ONE METRO TECH CENTER NORTH,BROOKLYN,NY 
11201,USA 
（東京都品川区東品川2-3-14） 

1,366 0.66 

計 － 60,943 29.27 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   18 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 208,223 208,182 － 

端株 普通株式  0.28 － － 

発行済株式総数 208,241.28 － － 

総株主の議決権 － 208,182 － 

    平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式
数の合計 
（株） 

発行済株式数に
対する所有株式
数の割合（％）

ジャパン・デジタル・コンテ
ンツ信託株式会社 

東京都港区虎ノ門四丁
目３番10号 

18 － 18 0.01 

計 － 18 － 18 0.01 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

（注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

  

(2）役職の異動 

  

 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 27,200 23,590 51,000 91,100 89,000 39,600

低（円） 19,260 12,500 23,600 48,950 32,200 21,040

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 兼業部門担当 金丸 和史 平成19年10月20日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
兼業部門担当兼

営業企画部長 
取締役 営業企画部長 平川 勇一 平成19年10月20日 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連

結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはあずさ監査法人により

中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について

は清友監査法人による中間監査を受けております。 

  なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  あずさ監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  清友監査法人 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※1   739,068   353,503     1,113,596  

２ 売掛金     248,965   70,384     86,777  

３ 信託未収収益     12,844   27,574     15,769  

４ 営業投資有価証券     404,680   252,424     391,104  

５ たな卸資産     125,667   34,884     32,625  

６ 短期貸付金     1,385,220   1,348,851     1,165,220  

７ その他     139,700   47,307     71,703  

貸倒引当金     △2,712   △415,517     △235,485  

流動資産合計     3,053,435 87.3 1,719,413 83.9   2,641,311 88.2 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産 ※2 6,720 6,720   34,601 34,601   7,074 7,074  

２ 無形固定資産                   

(1)ソフトウェア   48,331     －     41,741    

(2)その他   1,758 50,089   39,646 39,646   1,682 43,423  

３ 投資その他の資産                    

(1)投資有価証券 ※1 172,903     93,303     143,497    

(2)出資金   97,100     53,113     61,998    

(3)その他   115,707     113,803     99,253    

貸倒引当金   △8,742 376,969   △6,342 253,878   △7,542 297,206  

固定資産合計     433,779 12.4   328,126 16.0   347,705 11.6 

Ⅲ 繰延資産     9,112 0.3   2,353 0.1   4,706 0.2 

資産合計     3,496,327 100.0   2,049,893 100.0   2,993,723 100.0 

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金     48,119     32,030     27,606  

２ 短期借入金 ※1   540,000     330,000     470,000  

３ 1年以内返済予定
長期借入金 

    －     －     300,000  

４ 未払法人税等     5,245     5,166     5,650  

５ 組合出資預り金     39,600     24,133     9,691  

６ その他     49,249     56,294     41,915  

流動負債合計     682,214 19.5   447,624 21.8   854,863 28.6

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金     302,825     －     －  

２ 持分法適用に伴う
負債 

    －     －     88,235  

固定負債合計     302,825 8.7   － －   88,235 2.9

負債合計     985,039 28.2   447,624 21.8   943,099 31.5

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,272,911 65.0   2,278,576 111.2   2,277,607 76.1

２ 資本剰余金     2,184,511 62.5   2,190,176 106.8   2,189,207 73.1

３ 利益剰余金     △2,352,608 △67.3   △3,208,972 △156.5   △2,797,954 △93.4

４ 自己株式     △2,038 △0.1   △2,038 △0.1   △2,038 △0.1

株主資本合計     2,102,775 60.1   1,257,741 61.4   1,666,822 55.7

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
評価差額金 

    △732 △0.0   △363 △0.0   △473 △0.0

評価・換算差額等
合計 

    △732 △0.0   △363 △0.0   △473 △0.0

Ⅲ 新株予約権     20,000 0.6   － －   12,500 0.4

Ⅳ 少数株主持分     389,244 11.1   344,889 16.8   371,774 12.4

純資産合計     2,511,288 71.8   1,602,268 78.2   2,050,624 68.5

負債純資産合計     3,496,327 100.0   2,049,893 100.0   2,993,723 100.0

         



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比

(％) 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     326,769 100.0   417,166 100.0   892,169 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1   397,849 121.8   191,324 45.9   731,190 82.0

売上総利益又は総
損失（損失は△） 

    △71,079 △21.8   225,841 54.1   160,978 18.0

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※2   414,607 126.9   345,806 82.9   727,546 81.5

営業損失     485,687 △148.6   119,964 △28.8   566,568 △63.5

Ⅳ 営業外収益                    

1 受取利息   2,700     6,631     12,037    

2 買取債権回収益   1,108     －     4,948    

3 匿名組合損益分配
額 

  3,928     7,325     －    

4 その他   661 8,399 2.6 1,303 15,261 3.7 2,895 19,882 2.2

Ⅴ 営業外費用                    

1 支払利息   13,882     7,140     22,948    

2 持分法投資損失   7,710     1,364     98,938    

3 新株発行費償却   2,353     2,353     4,706    

4 社債発行費償却   2,051     －     4,103    

5 匿名組合損益分配
額 

  －     －     12,176    

6 その他   961 26,959 8.3 21 10,880 2.6 1,534 144,408 16.2

経常損失     504,247 △154.3   115,584 △27.7   691,094 △77.5

Ⅵ 特別利益                    

1 貸倒引当金戻入益   1,858     28,220     4,805    

2 新株予約権戻入益   － 1,858 0.6 12,500 40,720 9.8 － 4,805 0.5

Ⅶ 特別損失                    

1 投資有価証券評価
損 

  183,772     48,900     211,542    

2 出資金評価損   －     －     15,000    

3 たな卸資産評価損   77,308     22,080     83,188    

4 貸倒引当金繰入額   －     206,369     207,500    

5 減損損失 ※3 461,149     －     483,349    

6 持分法投資損失   － 722,229 221.0 84,264 361,614 86.7 － 1,000,580 112.1

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    1,224,618 △374.7   436,478 △104.6   1,686,869 △189.1

法人税、住民税及
び事業税 

  565     475     1,130    

法人税等調整額   － 565 0.2 － 475 0.1 － 1,130 0.1

少数株主損失     10,229 3.1   25,984 6.2   27,698 3.1

中間（当期）純損
失 

    1,214,954 △371.8   410,969 △98.5   1,660,300 △186.1

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

2,272,911 2,184,511 △1,137,653 △2,038 3,317,730 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益     △1,214,954   △1,214,954 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

         

中間連結会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － △1,214,954 － △1,214,954 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

2,272,911 2,184,511 △2,352,608 △2,038 2,102,775 

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

△333 △333 20,000 399,473 3,736,871 

中間連結会計期間中の変動
額 

         

中間純利益         △1,214,954 

株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額） 

△399 △399 － △10,229 △10,628 

中間連結会計期間中の変動
額合計（千円） 

△399 △399 － △10,229 △1,225,582 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

△732 △732 20,000 389,244 2,511,288 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

2,277,607 2,189,207 △2,797,954 △2,038 1,666,822 

中間連結会計期間中の変動額          

連結除外による減少     △49   △49 

新株の発行 969 969     1,938 

中間純利益     △410,969   △410,969 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

         

中間連結会計期間中の変動額
合計（千円） 

969 969 △411,018 － △409,080 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

2,278,576 2,190,176 △3,208,972 △2,038 1,257,741 

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△473 △473 12,500 371,774 2,050,624 

中間連結会計期間中の変動
額 

   

連結除外による減少         △49 

新株の発行         1,938 

中間純利益         △410,969 

株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額） 

109 109 △12,500 △26,885 △39,275 

中間連結会計期間中の変動
額合計（千円） 

109 109 △12,500 △26,885 △448,356 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

△363 △363 － 344,889 1,602,268 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

2,272,911 2,184,511 △1,137,653 △2,038 3,317,730 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 4,696 4,696     9,392 

当期純利益     △1,660,300   △1,660,300 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

         

連結会計年度中の変動額合計
（千円） 

4,696 4,696 △1,660,300 － △1,650,908 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

2,277,607 2,189,207 △2,797,954 △2,038 1,666,822 

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

△333 △333 20,000 399,473 3,736,871 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行         9,392 

当期純利益         △1,660,300 

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額） 

△140 △140 △7,500 △27,698 △35,339 

連結会計年度中の変動額合
計（千円） 

△140 △140 △7,500 △27,698 △1,686,247 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△473 △473 12,500 371,774 2,050,624 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  △1,224,618 △436,478 △1,686,869 

減価償却費   83,242 8,610 92,232 

持分法投資損失   7,710 85,628 98,938 

貸倒引当金の増減額
（減少は△） 

  △1,858 178,832 202,694 

受取利息   △2,700 △6,631 △12,037 

支払利息   13,882 7,140 22,948 

繰延資産償却   4,405 2,353 8,810 

組合損益分配額   △3,928 △7,325 12,176 

投資有価証券評価損   183,772 48,900 211,542 

出資金評価損   － － 15,000 

減損損失   461,149 － 483,349 

売上債権の減少額   563,973 16,392 725,805 

信託未収収益の増加
額 

  △12,844 △11,804 △15,769 

たな卸資産の増減額 
（増加は△） 

  111,227 △2,258 204,269 

営業投資有価証券の
減少額 

  208,501 138,679 222,077 

長期前払費用の増減
額（増加は△） 

  858 125 △107 

仕入債務の増減額
（減少は△） 

  △256,363 4,423 △276,876 

組合出資預り金の増
減額（減少は△） 

  △12,046 14,441 △41,956 

新株予約権戻入益   － △12,500 － 

その他   △86,189 35,779 △48,950 

小計   38,171 64,308 217,279 

利息及び配当金の 
受取額 

  1,408 10,107 10,986 

利息の支払額   △12,388 △7,140 △21,858 

法人税等の支払額   △565 △958 △949 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  26,626 66,316 205,458 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,072 △32,359 △8,012 

無形固定資産の取得
による支出 

  △23,900 － △23,900 

貸付による支出   △338,500 △606,020 △775,500 

貸付金回収による収
入 

  629,100 233,832 1,350,267 

出資金による支出   △8,108 － － 

出資金回収による収
入 

  5,814 － － 

投資有価証券の取得
による支出 

  △71,000 － － 

投資有価証券の分配
による収入 

  79,504 － － 

投資有価証券の取得
及び出資による支出 

  － － △81,608 

投資有価証券及び出
資金回収による収入 

  － 16,247 90,720 

保証金の差入による
支出 

  － － △20,687 

連結の範囲変更を伴
う子会社株式の売却
による支出 

  － － △1,241 

その他   1,109 － 2,924 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  268,949 △388,299 532,962 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入れによる純
増減額 

  △610,000 △140,000 △680,000 

長期借入れによる収
入 

  3,000 － 3,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △25,475 △300,000 △25,685 

株式の発行による収
入 

  － 1,938 1,892 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △632,475 △438,062 △700,792 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少は△） 

  △336,899 △760,044 37,628 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  955,968 993,596 955,968 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の減少額 

  － △49 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 619,068 233,503 993,596 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社グループは、前々連結会計年

度529,881千円、前連結会計年度

615,568千円、当中間連結会計期間

485,687千円と大幅な営業損失を計上

しております。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しています。 

当該状況は、主として業務拡大に

伴う人件費・経費の増加、匿名組合

等の出資に係る損失・評価損の取込

により生じたものであります。 

当社グループは、当該状況を解消

すべく、前連結会計年度より開始し

た信託事業を業務の中核として積極

的に推進しており、今後は、信託事

業及び関連事業による収益拡大によ

り、利益計上体質への改善を図って

いく計画であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成しており、このような

疑義の影響を中間連結財務諸表には

反映しておりません。 

当社グループは、前々連結会計年

度615,568千円、前連結会計年度

566,568千円、当中間連結会計期間

119,964千円と大幅な営業損失を計

上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しています。 

当該状況は、主として業務拡大に

伴う人件費・経費の増加、匿名組合

等の出資に係る損失・評価損の取込

により生じたものであります。 

当社グループは、当該状況を解消

すべく、前々連結会計年度より開始

した信託事業を業務の中核として積

極的に推進しており、今後は、信託

事業及び関連事業による収益拡大に

より、利益計上体質への改善を図っ

ていく計画であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成しており、このような

疑義の影響を中間連結財務諸表には

反映しておりません。 

当社グループは、前々連結会計年

度529,881千円、前連結会計年度

615,568千円、当連結会計年度

566,568千円と大幅な営業損失を計

上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しています。 

当該状況は、主として業務拡大に

伴う人件費・経費の増加、匿名組合

等の出資に係る損失・評価損の取込

により生じたものであります。 

当社グループは、当該状況を解消

すべく、前連結会計年度より開始し

た信託事業を業務の中核として積極

的に推進しており、今後は、信託事

業及び関連事業による収益拡大によ

り、利益計上体質への改善を図って

いく計画であります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成しており、このような疑義

の影響を連結財務諸表には反映して

おりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数 ５社 (1）連結子会社の数 ３社 (1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 

  ・株式会社バズスタイル 

・投資事業有限責任組合第

２東京マルチメディアフ

ァンド 

・ＴＭＦ３投資事業有限責

任組合中小企業コンテン

ツ制作支援ファンド 

・ユビキャスト匿名組合事

業 

・日本デジタルリンク匿名

組合事業 

・投資事業有限責任組合

第２東京マルチメディ

アファンド 

・ＴＭＦ３投資事業有限

責任組合中小企業コン

テンツ制作支援ファン

ド 

・日本デジタルリンク匿

名組合事業 

  

  

  

・投資事業有限責任組合

第２東京マルチメディ

アファンド 

・ＴＭＦ３投資事業有限

責任組合中小企業コン

テンツ制作支援ファン

ド 

・ユビキャスト匿名組合

事業 

・日本デジタルリンク匿

名組合事業 

  

  日本デジタルリンク匿名組

合事業は、当中間連結会計

年度において匿名組合出資

を行い、実質的に支配して

いる組合等と判断されるた

め、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めること

にいたしました。 

ユビキャスト匿名組合事業

は、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等

が、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼす

ことが無くなったため連結

の範囲から除外することに

いたしました。 

株式会社バズスタイル

は、当連結会計年度におい

て全株式を譲渡したため、

当連結会計年度末において

連結の範囲から除外してお

ります。なお、損益につい

ては連結しております。 

日本デジタルリンク匿名

組合事業は、当連結会計年

度において匿名組合出資を

行い、実質的に支配してい

る組合等と判断されるた

め、当連結会計年度より連

結の範囲に含めることにい

たしました。 

  (2）主要な非連結子会社の

名称 

(2）主要な非連結子会社の

名称 

(2）主要な非連結子会社の

名称 

  ・ケイジェイ・プロジェク

ト匿名組合事業 

同  左 同  左 

  (連結の範囲から除いた理

由) 

(連結の範囲から除いた理

由) 

(連結の範囲から除いた理

由) 

   非連結子会社７社は、い

ずれも小規模会社等であ

り、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

 非連結子会社８社は、い

ずれも小規模会社等であ

り、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

非連結子会社６社は、い

ずれも小規模会社等であ

り、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1）持分法を適用した非連

結子会社の数 ４社 

(1）持分法を適用した非連

結子会社の数 ４社 

(1）持分法を適用した非連

結子会社の数 ４社 

  持分法を適用した関連会社

の数 １社 

持分法を適用した関連会社

の数 ２社 

持分法を適用した関連会社

の数 ２社 

  主要な会社等の名称 主要な会社等の名称 主要な会社等の名称 

  ・ケイジェイ・プロジェク

ト匿名組合事業 

・株式会社九天社 

・ケイジェイ・プロジェ

クト匿名組合事業 

・株式会社九天社 

・MPLCジャパン株式会社 

同左 

  

  

  

MPLCジャパン株式会社

は、当連結会計年度中に

設立したため、持分法を

適用しております。 

  (2）持分法を適用しない非

連結子会社のうち主要

な会社等の名称 

(2）持分法を適用しない非

連結子会社のうち主要

な会社等の名称 

(2）持分法を適用しない非

連結子会社のうち主要

な会社等の名称 

  ・株式会社日本デジタルリ

ンク 

・ジェイトス匿名組合事業 

・株式会社日本デジタルリ

ンク 

同左 

  (持分法を適用しない理由) (持分法を適用しない理由) (持分法を適用しない理由) 

   持分法非適用会社３社

は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため

であります。 

持分法非適用会社４社

は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため

であります。 

 持分法非適用会社２社

は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため

であります。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

連結子会社のうち、投資

事業有限責任組合第２東京

マルチメディアファンドの

中間決算日は、６月30日で

あります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、同

日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。 

また、ユビキャスト匿名

組合事業の中間決算日は12

月31日であります。中間連

結財務諸表の作成にあたっ

ては、中間連結決算日にお

いて仮決算を行っておりま

す。 

連結子会社のうち、投資

事業有限責任組合第２東京

マルチメディアファンドの

中間決算日は、６月30日で

あります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、同

日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。 

  

連結子会社のうち、投資

事業有限責任組合第２東京

マルチメディアファンドの

決算日は、12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必

要な調整を行っておりま

す。 

また、ユビキャスト匿名

組合事業の決算日は６月30

日であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、連

結決算日において仮決算を

行っております。 



 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日）

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  

  

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採

用しております。 

同左 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書等を基礎

とし、持分相当額を純額で

取込む方法によっておりま

す。 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書等を

基礎とし、持分相当額を純

額で取込む方法によってお

ります。 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書等を基礎

とし、持分相当額を純額で

取込む方法によっておりま

す。 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品・仕掛品 商品・仕掛品 商品・仕掛品 

   個別法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

  (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

  

  

 定率法を採用しておりま

す。 

定率法を採用しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間から

法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得の

有形固定資産については、

改正後の法人税法に規定す

る償却方法に、変更してお

ります。これに伴う営業損

失、経常損失及び税金等調

整前中間純損失に与える影

響は軽微であります。 

定率法を採用しておりま

す。 

  

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しておりま

す。     

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。 

同左 同左 

  ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

   定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 



 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基

準 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(3）重要な引当金の計上基

準 

  貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えて、

一般債権については貸倒実

績率により計上しており、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  (4）重要なリース取引の処

理方法 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方

法 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

  ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては

特例処理の要件を満たして

おりますので特例処理を採

用しております。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  （ヘッジ手段） 同左 同左 

  金利スワップ     

  （ヘッジ対象）     

  借入金の利息     

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスク

を回避する目的で行なって

おります。 

同左 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

   金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略し

ております。 

同左 同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同 左 同 左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同 左 同 左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  

────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、2,102,043千円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

  当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、1,666,349千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表） 

 「短期貸付金」は、前中間連結会計期間末においては

流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間連結会計期間末において資産の総額の100分の5を

超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「短期貸付金」の金額

は51,500千円であります。 

 前中間連結会計期間末において区分掲記しておりまし

た流動資産の「ソフトウェア」は、当中間連結会計期間

末において金額的に重要性が乏しいこと及び明瞭性の観

点から、「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間末の「ソフトウェア」の金

額は38,039千円であります。 

――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価証

券の分配による収入」及び「出資金の回収による収入」

は、当中間連結会計期間において金額的に重要性が乏し

いこと及び明瞭性の観点から、「投資有価証券及び出資

金回収による収入」にまとめて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券の分配に

よる収入」の金額は37千円、「出資金の回収による収

入」の金額は16,210千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．担保資産 

関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

※１．担保資産 

関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

また、株式会社りそな銀行か

らの借入金300,000千円に対し、

ジェット証券株式会社の株式

1,100株（80,300千円）を担保と

して差し入れております。 

※１．担保資産 

関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額は4,559千円です。 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額は11,350千円です。 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額は6,518千円です。 

３．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行３行と当座貸越契約を締結し

ております。 

 これらの契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

３．   ―――― 

  

３．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行なうため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。 

 これらの契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 
  

当座貸越限度額 400,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 200,000千円

    
当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 170,000千円

差引額 30,000千円

４．偶発債務（保証債務） ４．偶発債務（保証債務） ４．偶発債務（保証債務） 

 下記の取引先の特定プログラ

ムの権利に対する債務について

保証を行っております。 

株式会社メビウス 58,368千円 

下記の取引先の特定プログラ

ムの権利に対する債務について

保証を行っております。 

株式会社メビウス 55,968千円 

下記の取引先の特定プログラ

ムの権利に対する債務について

保証を行っております。 

株式会社メビウス 57,168千円 



（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．売上原価には、営業投資有価

証券から生じた費用の金額が

116,636千円含まれております。 

※１．売上原価には、営業投資有価

証券から生じた費用の金額が

43,296千円含まれております。 

※１．売上原価には、営業投資有価

証券から生じた費用の金額が 

234,916千円含まれております。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額はつぎの通

りであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額はつぎの通

りであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額はつぎの通

りであります。 
  

  

支払手数料 55,667千円

従業員給与手当 88,854千円

役員報酬 36,450千円

広告宣伝費 68,929千円

減価償却費 57,360千円

  

  

支払手数料 82,061千円

従業員給与手当 92,141千円

役員報酬 34,662千円

広告宣伝費 1,164千円

減価償却費 8,342千円

支払手数料 121,152千円

従業員給与手当 171,308千円

役員報酬 74,250千円

広告宣伝費 83,685千円

減価償却費 65,850千円

※３．減損損失 ※３．   ――――― ※３．減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しまし

た。 

  当連結会計期間において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

  

場所 用途 種類 

本社（東京
都港区） 

遊休資産 
ソフトウ
ェア 

ユビキャス
ト匿名組合
事業（東京
都新宿区） 

遊休資産 
ソフトウ
ェア 

      

場所 用途 種類 

本社（東京
都港区） 

自社利用 
ソフトウ
ェア 

ユビキャス
ト匿名組合
事業（東京
都新宿区） 

自社利用 
ソフトウ
ェア 

 当社グループは事業用資産に

ついて、当社グループ全体を一

つの資産グループとしてグルー

ピングを行い、遊休資産につい

ては、個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。 

 その結果、今後の利用見込み

が低下したため遊休となったソ

フトウェアについて、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額461,149千円を減損損失

として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、遊休資産の回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、売却や転用が困難で

あることから備忘価額としてお

ります。 

  当社グループは事業用資産に

ついて、当社グループ全体を一

つの資産グループとしてグルー

ピングを行い、遊休資産につい

ては、個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。 

その結果、今後の利用見込み

が低下したため遊休となったソ

フトウェアについて、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額483,349千円を減損損失

として特別損失に計上しており

ます。 

なお、遊休資産の回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、売却や転用が困難で

あることから備忘価額としてお

ります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．平成17年11月25日取締役会決議第三者割当による新株予約権の目的となる株式数は、以下の算式により算出しました。 

２．平成17年11月25日取締役会決議第三者割当による新株予約権の当期増加は、行使価額が76,122円から60,900円に修正さ

れたためであります。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式数の増加70株は、ストック・オプションの行使による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注） 平成17年11月25日取締役会決議第三者割当による新株予約権の目的となる株式数の減少41,051株は、行使に関する割当先と

の契約期間満了に伴う新株予約権の消却によるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 
208,041.28 － － 208,041.28 

自己株式 

普通株式 
18.28 － － 18.28 

内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結会

計期間末 

残高 

（千円） 

摘要 前連結会計

年度末 

当中間連結 

会計期間増加

当中間連結 

会計期間減少

当中間連結

会計期間末 

平成17年11月25日取

締役会決議第三者割

当による新株予約権 

普通株式 32,843 8,208 － 41,051 20,000 
注１ 

注２ 

株式数＝ 
新株予約権の個数（100個）×25,000,000円 

修正行使価額（行使決定日直前の、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引にお

ける５連続取引日の終値の平均値の90％に相当する金額。但し、修正行使価額が60,900円

を下回る場合には、60,900円とする。） 

  前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 
208,171.28 70 － 208,241.28 

自己株式 

普通株式 
18.28 － － 18.28 

内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結 

会計期間末 

残高 

（千円） 

摘要 前連結会計

年度末 

当中間連結 

会計期間増加

当中間連結 

会計期間減少

当中間連結

会計期間末 

平成17年11月25日取

締役会決議第三者割

当による新株予約権 

普通株式 41,051 － 41,051 － － 注 



前連結会計年度（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式数の増加130株は、ストック・オプションの行使による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．平成17年11月25日取締役会決議第三者割当による新株予約権の目的となる株式の数は、以下の算式により算出しまし

た。 

２．新株予約権の目的となる株式の数の当期増加は、行使価額が76,122円から60,900円に修正されたためであります。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 

  前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加 

株式数（株） 

当連結会計年度減少 

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

普通株式 
208,041.28 130 － 208,171.28 

自己株式 

普通株式 
18.28 － － 18.28 

内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結 

会計期間末 

残高 

（千円） 

摘要 前連結会計 

年度末 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計年

度期末 

平成17年11月25日取

締役会決議第三者割

当による新株予約権 

普通株式 32,843 8,208 － 41,051 12,500 
注１ 

注２ 

  

株式数＝ 
新株予約権の個数（100個）×25,000,000円 

修正行使価額（行使決定日直前の、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引におけ

る５連続取引日の終値の平均値の90％に相当する金額。但し、修正行使価額が60,900円を下

回る場合には、60,900円とする。） 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 739,068千円

拘束性預金 △120,000千円

現金及び現金同等物 619,068千円

  
現金及び預金勘定 353,503千円

拘束性預金 △120,000千円

現金及び現金同等物 233,503千円

現金及び預金勘定 1,113,596千円

拘束性預金 △120,000千円

現金及び現金同等物 993,596千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

10,281 5,328 4,952

合計 10,281 5,328 4,952

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

10,281 7,593 2,688

合計 10,281 7,593 2,688

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具器
具備品 

9,164 5,739 3,424

合計 9,164 5,739 3,424

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 7,768千円

１年超 5,552千円

合計 13,320千円

  
１年内 2,297千円

１年超 554千円

合計 2,851千円

１年内 5,585千円

１年超 3,308千円

合計 8,894千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 1,437千円

減価償却費相当額 1,326千円

支払利息相当額 102千円

  
支払リース料 1,226千円

減価償却費相当額 1,132千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 2,664千円

減価償却費相当額 2,458千円

支払利息相当額 185千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同左 同左 

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 5,706千円

１年超 3,018千円

合計 8,725千円

  
１年以内 2,145千円

１年超 554千円

合計 2,700千円

１年以内 3,236千円

１年超 1,641千円

合計 4,878千円

（注）上記はすべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料中間期末残高相当額であ

ります。 

 なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第三

者にリースしているので、ほ

ぼ同額の残高が上記の借主側

の未経過リース料中間期末残

高相当額に含まれておりま

す。 

（注）    同左 （注）上記はすべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額でありま

す。 

 なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第三

者にリースしているので、ほ

ぼ同額の残高が上記の借主側

の未経過リース料期末残高相

当額に含まれております。 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他（証券投資信託） 5,150 4,418 △732

合計 5,150 4,418 △732

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 155,942 

匿名組合出資金 417,223 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

その他（証券投資信託） 5,150 4,786 △363 

合計 5,150 4,786 △363 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 187,960 

匿名組合出資金 252,981 

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他（証券投資信託） 5,150 4,677 473 

合計 5,150 4,677 473 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 135,225 

匿名組合出資 381,835 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計（特例処理）を採用しておりますので注記の対象から除いて

おります。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計（特例処理）を採用しておりますので注記の対象から除いて

おります。 

  

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）（ ）は、平成16年５月20日に１株を５株に、平成17年11月18日に１株を２株にそれぞれ株式分割しているため、当該分割割

合を乗じて記載しております。 

  

  

  
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション

付与対象者の区分及
び数 

当社監査役  ２名 
当社従業員  11名 

当社取締役  ４名
当社監査役  ２名 
当社従業員  15名 

当社取締役  ４名
当社監査役  ３名 
当社従業員  17名 

当社取締役  ４名
当社監査役  ２名 
当社従業員  22名 

ストック・オプショ
ン数（注） 

普通株式140株
（分割後1,400株） 

普通株式174株
（分割後1,740株） 

普通株式870株
（分割後1,740株） 

普通株式845株 
（分割後1,690株） 

付与日 平成14年６月20日 平成15年７月24日 平成16年７月22日 平成17年８月29日 

権利確定条件 

付与日（平成14年６
月20日）以降、権利
確定日（平成16年６
月20日）まで継続し
て勤務しているこ
と。 

付与日（平成15年７
月24日）以降、権利
確定日（平成17年６
月19日）まで継続し
て勤務しているこ
と。 

付与日（平成16年７
月22日）以降、権利
確定日（平成18年６
月17日）まで継続し
て勤務しているこ
と。 

付与日（平成17年８
月29日）以降、権利
確定日（平成19年６
月23日）まで継続し
て勤務しているこ
と。 

対象勤務期間 
２年（自 平成14年
６月20日 至平成16
年６月20日） 

１年11ヶ月（自 平
成15年７月24日 至
平成17年６月19日） 

１年11ヶ月（自 平
成16年７月22日 至
平成18年６月17日） 

１年10ヶ月（自 平
成17年８月29日 至
平成19年６月23日） 

権利行使期間 
平成16年６月21日か
ら平成24年３月31日
まで。 

平成17年６月20日か
ら平成25年３月31日
まで。 

平成18年６月18日か
ら平成26年３月31日
まで。 

平成19年６月24日か
ら平成27年３月31日
まで。 

権利行使価格（円） 20,958 14,560 60,500 158,393

公正な評価単価（付
与日）（円） 

－ － － －



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．当中間連結会計期間よりセグメントについて、「信託事業」を主事業と位置付けるとともに、「デジタルコンテンツ・ア

レンジメント事業」を「兼業事業」に呼称変更いたしました。 

３．各区分の主な事業内容 

(1) 信託事業 

著作権等の知的財産権をはじめ、金銭、金銭債権、有価証券、動産を対象とする信託業務を行っております。 

(2) 兼業事業 

デジタルコンテンツ業界における広範かつ多種多様なアレンジメント業務を行っております。投資事業有限責任組合第

２東京マルチメディアファンド、TMF３投資事業有限責任組合中小企業コンテンツ制作支援ファンドにおいては、デジタル

コンテンツの製作プロジェクトに投資するファンドの運営を行なっております。 

(3) その他の事業 

デジタルAV家電の企画・販売業務等のハードウェアセールス事業を行っております。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（74,483千円）の主なものは、親会社の総務部門等管理

部門に係る費用であります。 

  
 

  
信託事業 
（千円） 

兼業事業
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 90,014 234,583 2,172 326,769 － 326,769

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 90,014 234,583 2,172 326,769 － 326,769

営業費用 112,843 615,768 9,361 737,972 (74,483) 812,455

営業損失 △22,829 △381,185 △7,189 △411,203 (74,483) △485,687



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．前連結会計年度においては、連結子会社であった株式会社バズスタイルが行うハードウェアセールス事業を「その他の事

業」として区分しておりましたが、平成19年３月に同社の全株式及び事業を譲渡したため、当中間連結会計期間より「その

他の事業」を事業の種類別セグメントより除外しました。 

３．各区分の主な事業内容 

(1）信託事業 

著作権等の知的財産権をはじめ、金銭、金銭債権、有価証券、動産を対象とする信託事業を行っております。 

(2）兼業事業 

デジタルコンテンツ業界における広範かつ多種多様なアレンジメント業務を行っております。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（99,885千円）の主なものは、親会社の総務部門等管理部

門に係る費用であります。 

  
 

  
信託事業 
（千円） 

兼業事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 253,219 163,947 417,166 － 417,166

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

    －     －     －     －     － 

計 253,219 163,947 417,166     － 417,166 

営業費用 140,531 296,712 437,244 （99,885） 537,130 

営業利益又は営業損失（△） 112,687 △132,765 △20,078 （99,885） △119,964 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．当連結会計年度よりセグメントについて、「信託事業」を主事業と位置付けるとともに、「デジタルコンテンツ・アレン

ジメント事業」を「兼業事業」に呼称変更いたしました。 

３．各区分の主な事業内容 

(1）信託事業 

著作権等の知的財産権をはじめ、金銭、金銭債権、有価証券、動産を対象とする信託事業を行っております。 

(2）兼業事業 

デジタルコンテンツ業界における広範かつ多種多様なアレンジメント業務を行っております。 

(3）その他の事業 

デジタルAV家電の企画・販売業務等のハードウェアセールス事業を行っております。なお、本事業を行っている株式会

社バズスタイルは、平成19年３月に全株式を譲渡したため当連結会計年度末において連結の範囲から除外しております

が、損益については連結しており、その他の事業に含めております。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（154,744千円）の主なものは、親会社の総務部門等管理

部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 

  
信託事業 
（千円） 

兼業事業
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 412,033 475,934 4,201 892,169 － 892,169

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 412,033 475,934 4,201 892,169 － 892,169

営業費用 244,178 1,045,467 14,347 1,303,993 (154,744) 1,458,737

営業利益又は営業損失（△） 167,854 △569,532 △10,146 △411,824 (154,744) △566,568



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 10,104円86銭

１株当たり中間純損
失金額 

5,840円48銭

  
１株当たり純資産額 6,038円61銭

１株当たり中間純損
失金額 

1,974円22銭

１株当たり純資産額 8,005円41銭

１株当たり当期純損
失金額 

7,979円97銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

 当社は平成17年11月18日付で１株

を２株とする株式分割を行っており

ます。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間連結

会計期間における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなりま

す。 

    

  
１株当たり純資産額 10,355円47銭

１株当たり中間純損
失金額 

2,567円55銭
  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

    



 （注）１．１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純損失（千円） 1,214,954 410,969 1,660,300 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ －        － 

普通株式に係る中間（当期）純

損失（千円） 
1,214,954 410,969 1,660,300 

期中平均株式数 208,023.00株 208,168.25株 208,058.48株 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第１回新株予約権（第３

回ストックオプション） 

平成14年６月20日定時株

主総会決議（予約権の数

48個） 

第１回新株予約権（第３

回ストックオプション） 

平成14年６月20日定時株

主総会決議（予約権の数

48個） 

第１回新株予約権（第３

回ストックオプション） 

平成14年６月20日定時株

主総会決議（予約権の数

48個） 

        

  第２回新株予約権（第４

回ストックオプション） 

平成15年６月19日定時株

主総会決議(予約権の数

109個) 

第２回新株予約権（第４

回ストックオプション） 

平成15年６月19日定時株

主総会決議(予約権の数

91個) 

第２回新株予約権（第４

回ストックオプション） 

平成15年６月19日定時株

主総会決議(予約権の数

96個) 

        

  第３回新株予約権（第５

回ストックオプション） 

平成16年６月17日定時株

主総会決議(予約権の数

710個) 

第３回新株予約権（第５

回ストックオプション） 

平成16年６月17日定時株

主総会決議(予約権の数

685個) 

第３回新株予約権（第５

回ストックオプション） 

平成16年６月17日定時株

主総会決議(予約権の数

700個) 

        

  第４回新株予約権（第６

回ストックオプション） 

平成17年６月23日定時株

主総会決議(予約権の数

665個) 

第４回新株予約権（第６

回ストックオプション） 

平成17年６月23日定時株

主総会決議(予約権の数

615個) 

第４回新株予約権（第６

回ストックオプション） 

平成17年６月23日定時株

主総会決議(予約権の数

655個) 

        

  第５回新株予約権（第三

者割当による新株予約

権） 

平成17年11月25日取締役

会決議（予約権の数100

個） 

――― 第５回新株予約権（第三

者割当による新株予約

権） 

平成17年11月25日取締役

会決議（予約権の数100

個） 

  なお、これらの概要

は、「第４ 提出会社の状

況、 １ 株式等の状況、

(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

なお、これらの概要

は、「第４ 提出会社の状

況、 １ 株式等の状況、

(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

なお、これらの概要

は、「第４ 提出会社の状

況 、１ 株式等の状況、

(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)  

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

    １．重要な資産の担保提供等について 

――――― ――――― 当社は、平成19年５月28日の常勤

役員会において関連会社である株式

会社九天社について、同社のメディ

ア機能の重要性に鑑みて同社の経営

権を取得する方針であることを決定

し、平成19年５月31日に同社の借入

金に対して、定期預金の担保提供を

行いました。 

同社は、平成19年３月31日決算に

おいて実質的に多額の債務超過の状

態に陥っており、５月31日に返済期

限が到来した下記の借入金の返済資

金を確保できなかったことから、借

入の期間延長に際して、借入先から

担保提供を要請されたことに対応し

たものであります。 

担保提供資産及び対応する同社債

務の内容は次のとおりです。 

    ① 担保提供期間 平成19年５月

31日から平成

19年６月29日

まで 

    ② 担保提供資産 

・預入先 東京スター銀行 

・金額  300,000千円 

・満期日 平成19年７月２日 

    ③ 対応する同社債務 

・借入先  SBIメザニンファン

ド２号投資事業有限責

任組合及び首都圏企業

再生ファンド投資事業

有限責任組合 

・金額   300,000千円 

・返済期日 平成19年６月29日 

    また、当社は、平成19年６月13

日に同社に対し15,000千円（返済

期日：平成19年９月12日）の貸付

を行っております。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※1 195,401     178,230     526,194  

２ 売掛金   248,713     70,384     86,777  

３ 信託未収収益   12,844     27,574     15,769  

４ 営業投資有価証券   970,430     720,352     804,055  

５ たな卸資産   125,654     34,884     32,625  

６ 短期貸付金   1,237,220     1,263,804     1,005,220  

７ 前払費用   7,277     17,318     31,504  

８ その他 ※2 125,745     27,415     21,536  

貸倒引当金   △2,712     △588,017     △323,720  

流動資産合計     2,920,574 86.5   1,751,948 85.2   2,199,962 87.2

Ⅱ 固定資産                  

１ 有形固定資産 ※3 3,338     32,538     4,641  

２ 無形固定資産                  

(1)ソフトウェア   15,590     －     13,499  

(2)その他   1,758     13,266     1,682  

無形固定資産合計   17,348     13,266     15,182  

３ 投資その他の資産                  

(1)投資有価証券 ※1 222,161     94,111     143,497  

(2)出資金   97,100     53,113     61,998  

(3)その他   115,614     114,359     99,253  

貸倒引当金   △8,742     △6,342     △7,542  

投資その他の資産
合計 

  426,133     255,243     297,206  

固定資産合計     446,820 13.2   301,049 14.7   317,030 12.6

Ⅲ 繰延資産     9,112 0.3   2,353 0.1   4,706 0.2

資産合計     3,376,507 100.0   2,055,350 100.0   2,521,699 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   48,119     32,030 27,606    

２ 短期借入金 ※1 770,000     696,000 470,000    

３ １年以内返済予定
長期借入金 

  －     － 300,000    

４ 未払金   24,022     33,727 13,679    

５ 未払法人税等   5,155     5,166 5,650    

６ 預り金   7,347     4,846 9,768    

７ 組合出資預り金   39,600     24,133 9,691    

８ その他   8,617     9,422 7,560    

流動負債合計     902,861 26.7 805,326 39.2   843,956 33.5

Ⅱ 固定負債            

１ 長期借入金   300,000     － －  

固定負債合計     300,000 8.9 － －   － －

負債合計     1,202,861 35.6 805,326 39.2   843,956 33.5

             

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金     2,272,911 67.3   2,278,576 110.9   2,277,607 90.3

２ 資本剰余金                    

(1)資本準備金   2,184,511     2,190,176     2,189,207    

資本剰余金合計     2,184,511 64.7   2,190,176 106.5   2,189,207 86.8

３ 利益剰余金                    

(1)その他利益剰余
金 

                   

繰越利益剰余金   △2,301,006     △3,216,326     △2,799,060    

利益剰余金合計     △2,301,006 △68.1   △3,216,326 △156.5  △2,799,060 △111.0

４ 自己株式     △2,038 △0.0   △2,038 △0.1   △2,038 △0.1

株主資本合計     2,154,377 63.8   1,250,387 60.8   1,665,716 66.0

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金 

    △732     △363     △473  

評価・換算差額等合
計 

    △732 △0.0   △363 △0.0   △473 △0.0

Ⅲ 新株予約権     20,000 0.6   － －   12,500 0.5

純資産合計     2,173,645 64.4   1,250,024 60.8   1,677,743 66.5

負債純資産合計     3,376,507 100.0   2,055,350 100.0   2,521,699 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     340,141 100.0 421,660 100.0   926,570 100.0 

Ⅱ 売上原価     410,008 120.5 178,003 42.2   753,421 81.3 

売上総利益又は総損
失（損失は△） 

    △69,866 △20.5 243,657 57.8   173,149 18.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    346,557 101.9 342,104 81.1   646,527 69.8 

営業損失     416,423 △122.4 98,447 △23.3   473,377 △51.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1   6,473 1.9 15,236 3.6   19,118 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※2   67,054 19.7 12,686 3.0   99,615 10.8 

経常損失     477,004 △140.2 95,896 △22.7   553,875 △59.8 

Ⅵ 特別利益 ※3   1,858 0.5 40,720 9.7   4,805 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※4,6   750,229 220.6 361,614 85.8   1,173,885 126.7 

税引前中間(当期)純
損失 

    1,225,376 △360.3 416,791 △98.8   1,722,955 △186.0 

法人税、住民税及び
事業税 

  475     475     950    

法人税等調整額   － 475 △0.1 － 475 0.2 － 950 0.1 

中間(当期)純損失     1,225,851 △360.4   417,266 △99.0   1,723,905 △186.1 

         



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高  （千円） 

2,272,911 2,184,511 2,184,511 △1,075,155 △1,075,155 △2,038 3,380,228 

中間会計期間中の
変動額 

             

中間純利益      △1,225,851 △1,225,851  △1,225,851 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

             

中間会計期間中の
変動額合計 

（千円） 
－ － － △1,225,851 △1,225,851 － △1,225,851 

平成18年９月30日
残高  （千円） 

2,272,911 2,184,511 2,184,511 △2,301,006 △2,301,006 △2,038 2,154,377 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日
残高  （千円） 

△333 △333 20,000 3,399,895 

中間会計期間中の
変動額 

       

中間純利益      △1,225,851 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

△399 △399 － △399 

中間会計期間中の
変動額合計 

（千円） 
△399 △399 － △1,226,250 

平成18年９月30日
残高  （千円） 

△732 △732 20,000 2,173,645 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日
残高  （千円） 

2,277,607 2,189,207 2,189,207 △2,799,060 △2,799,060 △2,038 1,665,716 

中間会計期間中の
変動額 

             

新株の発行 969 969 969       1,938 

中間純利益       △417,266 △417,266   △417,266 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

             

中間会計期間中の
変動額合計 

（千円） 
969 969 969 △417,266 △417,266 － △415,328 

平成19年９月30日
残高  （千円） 

2,278,576 2,190,176 2,190,176 △3,216,326 △3,216,326 △2,038 1,250,387 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日
残高  （千円） 

△473 △473 12,500 1,677,743 

中間会計期間中の
変動額 

       

新株の発行       1,938 

中間純利益       △417,266 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

109 109 △12,500 △12,390 

中間会計期間中の
変動額合計 

（千円） 
109 109 △12,500 △427,718 

平成19年９月30日
残高  （千円） 

△363 △363 － 1,250,024 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高  （千円） 

2,272,911 2,184,511 2,184,511 △1,075,155 △1,075,155 △2,038 3,380,228 

事業年度中の変動
額 

             

 新株の発行 4,696 4,696 4,696       9,392 

当期純利益      △1,723,905 △1,723,905  △1,723,905 

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額） 

             

事業年度中の変動
額合計 （千円） 

4,696 4,696 4,696 △1,723,905 △1,723,905 － △1,714,512 

平成19年３月31日
残高  （千円） 

2,277,607 2,189,207 2,189,207 △2,799,060 △2,799,060 △2,038 1,665,716 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日
残高  （千円） 

△333 △333 20,000 3,399,895 

事業年度中の変動
額 

       

 新株の発行       9,392 

当期純利益      △1,723,905 

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額） 

△140 △140 △7,500 △7,640 

事業年度中の変動
額合計 （千円） 

△140 △140 △7,500 △1,722,152 

平成19年３月31日
残高  （千円） 

△473 △473 12,500 1,677,743 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、前々事業年度504,166千

円、前事業年度504,350千円、当中

間会計期間416,423千円と大幅な営

業損失を計上しております。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。 

当該状況は、主として業務拡大に

伴う人件費・経費の増加、匿名組合

等の出資に係る損失・評価損の取込

により生じたものであります。 

当社は、当該状況を解消すべく、

前事業年度より開始した信託業務を

事業の中核として積極的に推進して

おり、今後は、信託事業及び関連事

業による収益拡大により、利益計上

体質への改善を図っていく計画であ

ります。 

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成しており、このような疑義

の影響を中間財務諸表には反映して

おりません。 

当社は、前々事業年度504,350千

円、前事業年度473,377千円、当中

間会計期間98,447千円と大幅な営業

損失を計上しております。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。 

当該状況は、主として業務拡大に

伴う人件費・経費の増加、匿名組合

等の出資に係る損失・評価損の取込

により生じたものであります。 

当社は、当該状況を解消すべく、

前々事業年度より開始した信託事業

を業務の中核として積極的に推進し

ており、今後は、信託事業及び関連

事業による収益拡大により、利益計

上体質への改善を図っていく計画で

あります。 

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成しており、このような疑義

の影響を中間財務諸表には反映して

おりません。 

当社は、前々事業年度504,166千

円、前事業年度504,350千円、当事

業年度473,377千円と大幅な営業損

失を計上しております。 

当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在して

います。 

当該状況は、主として業務拡大

に伴う人件費・経費の増加、匿名

組合等の出資に係る損失・評価損

の取込により生じたものでありま

す。 

当社は、当該状況を解消すべ

く、前事業年度より開始した信託

事業を業務の中核として積極的に

推進しており、今後は、信託事業

及び関連事業による収益拡大によ

り、利益計上体質への改善を図っ

ていく計画であります。 

財務諸表は継続企業を前提として

作成しており、このような疑義の影

響を財務諸表には反映しておりませ

ん。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。 

同左  決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

を採用しております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書等を基礎

とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっており

ます。 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書等を

基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によって

おります。 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書等を基礎

とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっており

ます。 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品・仕掛品 商品・仕掛品 商品・仕掛品 

   個別法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

定率法を採用しておりま

す。 

同左 

  （会計方針の変更） 

当中間会計期間から法人

税法の改正に伴い、平成19

年４月１日以降取得の有形

固定資産については、改正

後の法人税法に規定する償

却方法に、変更しておりま

す。これに伴う営業損失、

経常損失及び税引前中間純

損失に与える影響は軽微で

あります。 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用し

ております。 

同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えて、

一般債権については貸倒実

績率により計上しており、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては

特例処理の要件を満たして

おりますので特例処理を採

用しております。 

同左 同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

  （ヘッジ手段） 同左 同左 

  金利スワップ     

  （ヘッジ対象）     

  借入金の利息     

  (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスク

を回避する目的で行なって

おります。 

同左 同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法

   金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略し

ております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、2,153,645千円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、1,665,243千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。 

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

───── 

  

  

  

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間末において区分掲記しておりました流

動資産の「ソフトウェア」は、当中間会計期間末におい

て金額的に重要性が乏しいこと及び明瞭性の観点から、

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間末の「ソフトウェア」の金額は

11,660千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．担保資産 

   関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

※１．担保資産 

関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

また、株式会社りそな銀行か

らの借入金300,000千円に対し、

ジェット証券株式会社の株式

1,100株（80,300千円）を担保と

して差し入れております。 

※１．担保資産 

関連会社株式会社九天社の金

融機関からの借入金に対し、定

期預金120,000千円を担保として

差し入れております。 

      

※２．消費税等の取扱い ※２．消費税等の取扱い ※２．   ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

  

      

※３．有形固定資産の減価償却累計

額は、3,611千円です。 

※３．有形固定資産の減価償却累計

額は、9,083千円です。 

※３．有形固定資産の減価償却累計

額は、4,641千円です。 

      

４．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行３行と当座貸越契約を締結し

ております。これらの契約に基

づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

４．   ―――  ４．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結し

ております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

  
当座貸越限度額 400,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 200,000千円

      
当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 170,000千円

差引額 30,000千円

      

５．偶発債務（保証債務） ５．偶発債務（保証債務） ５．偶発債務（保証債務） 

 下記の取引先の特定プログラ

ムの権利に対する債務について

保証を行っております。 

株式会社メビウス 58,368千円 

下記の取引先の特定プログラム

の権利に対する債務について保証

を行っております。 

株式会社メビウス 55,968千円 

下記の取引先の特定プログラ

ムの権利に対する債務について

保証を行っております。 

株式会社メビウス 57,168千円 



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月 1日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

  
受取利息 4,703千円

    
受取利息 6,631千円

匿名組合損益分配額 7,325千円
  

受取利息 12,384千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 15,836千円

新株発行費償却 2,353千円

社債発行費償却 2,051千円

匿名組合損益分配額 46,021千円

  

  

支払利息 10,311千円

新株発行費償却 2,353千円

支払利息 27,158千円

新株発行費償却 4,706千円

社債発行費償却 4,103千円

匿名組合損益分配額 62,126千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 
      

        

貸倒引当金戻入益 1,858千円
     
貸倒引当金戻入益 28,220千円

新株予約権戻入益 12,500千円

   

         

貸倒引当金戻入益 4,805千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
  

  

関係会社株式評価損 28,000千円

投資有価証券評価損 525,439千円

たな卸資産評価損 77,308千円

減損損失 119,482千円

  
投資有価証券評価損 48,900千円

たな卸資産評価損 22,080千円

貸倒引当金繰入額 290,633千円

 
投資有価証券評価損 633,458千円

出資金評価損 15,000千円

たな卸資産評価損 83,188千円

減損損失 119,482千円

貸倒引当金繰入額 322,755千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 776千円

無形固定資産 27,107千円

  
有形固定資産 4,461千円

無形固定資産 1,915千円

有形固定資産 2,152千円

無形固定資産 29,183千円

※６．減損損失 ※６．   ――――― ※６．減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産について減損損

失を計上しました。 

   当事業年度において、当社は

以下の資産について減損損失を

計上しました。 
  

場所 用途 種類 

本社(東京
都港区） 

遊休資産 
ソフトウ
ェア 

    
場所 用途 種類 

本社(東京
都港区） 

自社利用 
ソフトウ
ェア 

 当社は事業用資産について、

当社全体を一つの資産グループ

としてグルーピングを行い、遊

休資産については、個々の資産

ごとにグルーピングを行ってお

ります。 

 その結果、今後の利用見込み

が低下したため遊休となったソ

フトウェアについて、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額119,482千円を減損損失

として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、遊休資産の回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、売却や転用が困難で

あることから備忘価額としてお

ります。 

   当社は事業用資産について、

当社全体を一つの資産グループ

としてグルーピングを行い、遊

休資産については、個々の資産

ごとにグルーピングを行ってお

ります。 

 その結果、今後の利用見込み

が低下したため遊休となったソ

フトウェアについて、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額119,482千円を減損損失

として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、遊休資産の回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、売却や転用が困難で

あることから備忘価額としてお

ります。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

  

  

  次へ 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加

株式数（株） 
当中間会計期間減少

株式数（株） 
当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 18.28 － － 18.28 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加

株式数（株） 
当中間会計期間減少

株式数（株） 
当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 18.28 － － 18.28 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少
株式数（株） 

当事業年度末株式数 
（株） 

普通株式 18.28 － － 18.28 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

10,281 5,328 4,952

合計 10,281 5,328 4,952

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

10,281 7,593 2,688

合計 10,281 7,593 2,688

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具器
具備品 

9,164 5,739 3,424

合計 9,164 5,739 3,424

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 7,768千円

１年超 5,552千円

合計 13,320千円

  
１年内 2,297千円

１年超 554千円

合計 2,851千円

１年内 5,585千円

１年超 3,308千円

合計 8,894千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 1,437千円

減価償却費相当額 1,326千円

支払利息相当額 102千円

  
支払リース料 1,226千円

減価償却費相当額 1,132千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 2,664千円

減価償却費相当額 2,458千円

支払利息相当額 185千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 5,706千円

１年超 3,018千円

合計 8,725千円

  
１年以内 2,145千円

１年超 554千円

合計 2,700千円

１年以内 3,236千円

１年超 1,641千円

合計 4,878千円

（注）上記はすべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料中間期末残高相当額であ

ります。 

 なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第三

者にリースしているので、ほ

ぼ同額の残高が上記の借主側

の未経過リース料中間期末残

高相当額に含まれておりま

す。 

（注）    同左 

  

（注）上記はすべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額でありま

す。 

 なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第三

者にリースしているので、ほ

ぼ同額の残高が上記の借主側

の未経過リース料期末残高相

当額に含まれております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び全事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)  

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

  

――――― 

  

――――― 

１．重要な資産の担保提供等について 

当社は、平成19年５月28日の常勤

役員会において関連会社である株式

会社九天社について、同社のメディ

ア機能の重要性に鑑みて同社の経営

権を取得する方針であることを決定

し、平成19年５月31日に同社の借入

金に対して、定期預金の担保提供を

行いました。 

同社は、平成19年３月31日決算に

おいて実質的に多額の債務超過の状

態に陥っており、５月31日に返済期

限が到来した下記の借入金の返済資

金を確保できなかったことから、借

入の期間延長に際して、借入先から

担保提供を要請されたことに対応し

たものであります。 

担保提供資産及び対応する同社債

務の内容は次のとおりです。 

① 担保提供期間 平成19年５月31

日から平成19年

６月29日まで 

② 担保提供資産 

・預入先 東京スター銀行 

・金額  300,000千円 

・満期日 平成19年７月２日 

③ 対応する同社債務 

・借入先  SBIメザニンファン

ド２号投資事業有限

責任組合及び首都圏

企業再生ファンド投

資事業有限責任組合 

・金額   300,000千円 

・返済期日 平成19年６月29日 

また、当社は、平成19年６月13日

に同社に対し15,000千円（返済期

日：平成19年９月12日）の貸付を行

っております。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 半期報告書の訂正報告書 

 事業年度（第12期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であり、平成19年５月

25日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第12期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年９月14日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第12期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書の訂正報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙山 康明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡山 賢治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々連結会計年度、前連結会計年度及び当中間連結会計期間

において重要な営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経

営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月21日

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社   

  取締役会 御中   

  清友監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 員久  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 田口 邦宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々連結会計年度、前連結会計年度及び当中間連結会計期間

において重要な営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経

営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙山 康明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡山 賢治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第12期事業年度の中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々期、前期及び当中間会計期間において重要な営業損失を

計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載

されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月21日

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社   

  取締役会 御中   

  清友監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 員久  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 田口 邦宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第13期事業

年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々事業年度、前事業年度及び当中間会計期間において重要

な営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中

間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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